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アメリカ 2009 年度 2010 年度 2011 年度 2012 年度
企業数〈社〉 4,892 5,585 5,345 5,337
平均（千ドル） 1645.48 1976.48 2109.05 2144.51
中央値（千ドル） 597.3 628.95 675 704.216
日本 2009 年度 2010 年度 2011 年度 2012 年度
企業数〈社〉 3,680 3,616 3,553 3,543
平均（百万円） 61.92 61.67 60.55 60.54
中央値（百万円） 33 32 31 30
（データ出所：監査人・監査報酬問題研究会[2012]61 頁，図表 3－1，78 頁，図表 3－14，監査人・監査
報酬問題研究会[2013a]17 頁，図表 22，監査人・監査報酬問題研究会[2013b]5 頁，図表 4,16 頁，図表 17）
たしかに、図表 1-1 に示されているように、たとえば、2012 年（平成 24 年）度におけ



















監査法人）とも、2011 年（平成 23 年）期から 2013 年（平成 25 年）期までの期間を対象
とし、法人内の公認会計士及び公認会計士試験合格者（会計士補を含む）の人員数の増減
3を見てみると、当該 3 期間で唯一トーマツのみが 345 人の増加を示し、新日本は 7 人、あ
ずさに至っては 417 人減少している1。もちろん、定年や「構造改革引当金」計上時のよう
な退職や解雇による影響もあるであろうが、同 3 年間に就職対象者となる公認会計士試験
合格者数は累計して約 4,000 人2、2013 年における 3 大法人構成員の日本公認会計士協会会
員数（準会員を含む）に占める割合は約 40％3、また 3 大法人の市場占有率が被監査企業数





















1 有限責任監査法人トーマツ「業務及び財産の状況に関する説明書類」第 45 期（平成 23 年
10 月 1 日～平成 24 年 9 月 31 日）、新日本有限責任監査法人「業務及び財産の状況に関する説
明書類」第 13 期（平成 23 年 7 月 1 日～平成 24 年 6 月 30 日）、有限責任あずさ監査法人「業
務及び財産の状況に関する説明書類」第 28 期（平成 23 年 7 月 1 日～平成 24 年 6 月 30 日）、
2014 年期のデータについては各法人ホームページ（トーマツ：2014 年 9 月 30 日現在、新日本：
2014 年 9 月 30 日現在、あずさ：2014 年 9 月 30 日現在の人員数）
2 公認会計士・監査審査会発表の平成 23～25 年試験結果より集計
3 日本公認会計士協会「会員数等調」（平成 26 年 9 月 30 日）、各法人ホームページより算定
4 この点については、監査人の人材育成上の問題が生じていると思われる。
5 有限責任監査法人トーマツ「業務及び財産の状況に関する説明書類」第 46 期（平成 24 年
10 月 1 日～平成 25 年 9 月 31 日）、新日本有限責任監査法人「業務及び財産の状況に関する説
明書類」第 14 期（平成 24 年 7 月 1 日～平成 25 年 6 月 30 日）、有限責任あずさ監査法人「業





























下にあったわが国において、経済政策の一環として、1948 年（昭和 23 年）4 月 13 日に、「証





そのため、「証券取引法」はアメリカの「証券法（Securities Act of 1933）」、及び「証



















7 有限責任を意味する Limited は各国ごとに組合や法人等、形態が異なるため省略している。
6Deloitte と George Alexander Touche、“PricewaterhouseCoopers”の創業パートナーであ
る Samuel Lowell Price、Edwin Waterhouse そして William Cooper、“Ernst & Young”の


















かではないが、1636 年に出版された簿記書“The Merchants Mirrour”の執筆者である
Richard Dafforne が自らを“Accountant and teacher of the same”と称していることか
8 各ファームの名前となっている創業パートナーの出身地は以下
[DTT] William Welch Deloitte（England）
George Alexander Touche（Scotland）
等松 農夫蔵（大日本帝國）
[PwC] Samuel Lowell Price（England）
Edwin Waterhouse（England）
William Cooper（England）
[EY] Theodore & Alwin Charles Ernst（兄弟）（United States）
Arthur Young（Scotland から米国へ移住）
[KPMG] Piet Klynveld（Kingdom of the Netherlands）
William Barclay Peat（Scotland）
James Marwick（Scotland から米国へ移住）
Dr. Reinhard Goerdeler（Deutsches Reich）
7らも（渡部[1924]4 頁）、今から 400 年程前には既に「会計士」という名称は存在していた
と考えられる。
このような会計士の存在が、イギリスで初めて公式（法的）に認められたのは、1831 年






























「スコットランド勅許会計士協会（Institute of Chartered Accountant in Scotland）」
「イングランド及びウェールズ勅許会計士協会（The Institute of Chartered Accountants in
England and Wales）」
「アイルランド勅許会計士協会（Institute of Chartered Accountant in Ireland）」
8そのような状況の中、各勅許会計士協会の設立によって、後に「勅許会計士」と名乗る
こととなる会計士のシェアは件数で 69％、報酬で 81％と高い水準を有している。











Marx[1867]邦訳 364-365 頁参照）、また 19 世紀後半における大恐慌は多くの破産者、破綻
企業を生み、1862 年から 1884 年までの約 20年間で 13,820 社もの企業が姿を消したのであ
る（渡部[1924]30 頁）。そのため、破綻処理に従事する者の必要性は増していった。
さらに、1862 年の会社法（The Companies Act）では会社の清算事務を行う清算人（Official
Liquidator）制度が定められ（第 92 条）、それにより、会社清算時に清算人の選任が必要
となった。また、1869 年に公布された破産法（The Bankruptcy Act）では官選破産管財人
制度が廃止され、債権者集会において自由に管財人を選任することができるようになった。
下記の図表 2－2 は後に現在の Ernst&Young の前身の一つとなる会計事務所の 19 世紀後
半期の業務収入と、その内訳である。
図表 2-2 において、1860 年以降の業務収入の著しい伸びと、破産関係業務の占める割合
が大きい事は極めて特徴的である。



































1849 年 804 74.6 8.2 - 11.9 5.2
1855 年 4883 80.6 13.3 - 6.1 -
1860 年 8873 85.8 7.6 2.4 3.6 0.6
1865 年 24274 93.9 3.3 1.1 1.6 0.04
1870 年 18958 93.6 2.4 2.2 1.7 0.07
1875 年 ？ ？ ？ 4.3 ？ ？
1880 年 13790 72.3 11.2 10.9 3.5 2.2
1885 年 12367 60 8.7 26 4.6 0.7
1890 年 14237 45.6 10 36.8 4.3 3.3
1895 年 9654 15.1 22.7 54.3 2.1 5.7
1900 年 14274 19.9 16.9 52.9 5.6 4.7
＊1848 年に Harding&Pullin として設立されたこの事務所は 1859 年に Harding,Pullin,Whinney&Gibbons、
1866年に Harding,Whinney,Gibbons&Co、1872年に Harding,Whinney&Co、1886年に Whinney,Hurlbatt&Smith、



















3.3％程度であり（R. Parker[1986]邦訳 30 頁、友岡[2005]58 頁）、当時の世間一般の税意
識は会計士を積極的に活用する程ではなかったと考えられる。
実際、図表 2－2で紹介した Whinney, Smith & Whinney の 1905 年における業務収入の内、
税務業務の占める割合は 0.1％に過ぎなかった（友岡[2005]64 頁,表 8）。
ところが、この割合は 1915 年には 1.5%、1925 年には 4.9％、1935 年には 6％、1945 年




























法（Companies Clauses Consolidation Act）」が制定された。
同法は、取締役に対して充分かつ真実な（full and true）財務諸表（accounts：貸借対
照表及び従属的計算書である損益計算書）の作成を求め、かつ、財務諸表は「株主」によ
る監査を受けなければならないと規定した（R. Parker [1986]邦訳 23-24 頁）。
鉄道会社の次に継続的な法定監査が要求されたのは、銀行であった。1878 年に生じたグ













また、下記の図表 2－3 は 1886 年時点において監査が実施されていた上場会社 943 社に
おける監査人の資格別割合を纏めたものであるが、943 社という企業数も驚くべき数である
が、破産関係業務の場合と同様に、勅許会計士の占める割合が大きいことが特徴的である。
図表 2－3 会計士による監査が実施されていた上場会社数（1886 年）












る」（Worthington, B. “Professional Accountants” 1895. pp.62～63， R. Parker [1986]













1831 年の破産裁判所法や 1862 年の会社法、そして、1869 年の破産法は勅許会計士を含
む全ての会計士（以下「両会計士」）が破産関係業務に携わる切っ掛けを提供した。



















































































1883 年 10 月に英国勅許会計士である E. グズリー（Edwin Guthrie）と C. H.ウェイド
（Charles H. Wade）、そして保険数理人である J. W. バロー（John Wylie Barrow）の 3












ズリー氏を中心に 1887 年 8 月、アメリカにおける最初の職業的会計士団体である「アメリ
カ公会計士協会（American Association of Public Accountants ：AAPA）」が設立された。
設立時には、正会員 24 名、準会員 7 名という小さな組織であったが、今では、「アメリ















12 たとえば、1889 年に Price, Waterhouse & Co.(PW)は醸造会社 3 社の調査を行うために、
スタッフをアメリカに派遣している。そして、3 社合併により新たに誕生した Bartholomay
Brewing Co., Rochester, N.Y.は同年にロンドン証券取引所へ上場している。
そして、翌年に PW は Broadway にアメリカ事務所を開設した（同年に Deloitte, Dever,








特に、この時買収の対象となった主要な産業は醸造業であり、1888 年から 1892 年にか
けておよそ 18 社の醸造会社がロンドン証券取引所に登録されている（千代田[1984]6 頁）。
そして、単なる調査のための派遣にとどまらず、Price, Waterhouse & Co.（PW）や
Deloitte, Dever, Griffiths & Co.（DDG）といった大手会計事務所は、その後アメリカに事
務所を開設して市場開拓を始めた。
もちろん、アメリカの会計士の中にも、イギリスの会計士に負けじと事務所を開設する










1904 年までの間に 351 件（森[2003]81 頁）の企業合同が行われ、1899 年の 1 年間だけで
も企業合同によって 1,208 社もの企業名が登記簿から消えたのである（青柳[1962]29 頁）。































アメリカにおいて法定監査が導入される切っ掛けは 1929 年 10 月から始まった株価の大








このバブルが弾けたのは 1929 年 10 月であったが、その直前期に投機は絶頂を極め、1929
年の 1 年間で、30 億ドルの社債と 48 億ドルもの株式が発行されていた（USS[1955]邦訳










1933 年の上院銀行通貨委員会（Senate Committee on Banking & Currency：通称「ペ
コラ委員会」）では、アメリカにおける不正表示または詐欺による有価証券の販売にもとづ


















下記の図表 2－4 は 1925 年 12 月 31 日現在における、ニューヨーク証券取引所上場会社
のうち Commercial & Financial Chronicle の株式欄に掲載されている「製造業その他」356
社の内、株主宛年次報告書の財務諸表に対して会計士監査が行われた 287 社の会計士事務
所別内訳である。




なお、大暴落後の 1934 年に J. P. ケネディは SEC の初代委員長に就任している。
19







Price Waterhouse & Co. (PwC) 81 28%
Ernst & Ernst (EY) 37 13%
Arthur Young & Co. (EY) 28 10%
Haskins & Sells (DTT) 27 9%
Peat, Marwick, Mitchell & Co. (KPMG) 25 9%
Lybrand, Ross Bros. & Montgomery (PwC) 20 7%
Touche, Niven & Co. (DTT) 15 5%
Barrow, Wade, Guthrie & Co. (KPMG) 13 5%
Audit Co. of New York 8 3%









たとえば、図表 2－4 に見られる「Audit Co. of New York」という会計事務所は、次のよ
うな経緯で設立された事務所であった。
1897 年に L&N 鉄道会社（Louisville & Nashville Railroad）が PW の監査を導入した
ところ、限定事項が付された監査証明書（1897 年 6 月 30 日に終了する事業年度）が発行
された。
そこで、L&N 鉄道会社は急遽 1897 年 7 月 17 日に「会計監査を売りものとする資本金
10 万ドルの株式会社」を設立し、翌事業年度からは同社の監査を受ける事とした。






















前節で述べたように、株式会社形態の会計事務所である Audit Co. of New York は L&N
鉄道会社によって設立されたが、このような監査法人（ここでは「株式会社」としての法
人格を有する監査人の意味）を設立しようという「意識」を持った L&N 鉄道会社でさえ、














Accountant の中には CPA も含まれる）。
16 本節は主として千代田[1984]16-29 頁、千代田[2008]378-390 頁等に基づく
21
























倒産したが、そのような状況下でも 1888 年 6 月 30 日時点における 1,418 社の鉄道会社の
















そして、1896 年には W. J.ブライアン（William Jennings Bryan）が大統領選挙に打っ
て出たのである。

































それに伴い、1907 年には 707 人であった AAPA（1916 年以降 AIA）の会員数は 1920
年には 1,363 人へとほぼ倍増したのである。
また、第二次世界大戦では、弾道計算に用いるために計算機が活用され、1946 年には、
最初の電子計算機と言われる ENIAC（Electronic Numerical Integrator And Calculator）
が開発された、その後、軍用コンピューターの技術は民間に移行し、商用コンピューター
が普及した。この電算化の流れは、会計システムにも変革をもたらした。つまり、アーサ
ー・アンダーセン（Arthur Andersen & Co.：AA）の急激な発展が物語るように、会計シ








界 8 大会計事務所の一角を占めていたある会計事務所では、1969 年から 79 年の 10 年間の
内に、115 件もの訴訟に悩まされ、そして、損害賠償請求額は総額 5 億 8,900 万ドルにも達
したという。（Montgomery[1990]邦訳 143 頁、千代田[1994]65 頁）














1965 年に、アメリカ法律協会（American Law Institute：ALI）が公表した Restatement












1974年、AICPA主導の下、「監査人の責任に関する委員会（The Commission on Auditors’
Responsibilities：コーヘン委員会）」が結成された。























特に、S&L（Savings and Loan Association：貯蓄貸付組合）にかかる訴訟は会計事務所
の存続さえも危ぶまれるほどのものであった。
その背景には 1980 年代のレーガノミクスによる規制緩和があった。













さらに、監督当局である FHLBB（Federal Home Loan Bank Board：連邦住宅貸付銀行
理事会）は RAP（Regulatory Accounting Practices：規制当局会計規則）を採用すること
で GAAP（Generally Accepted Accounting Principles：一般に公正妥当と認められた会計












21 1981 年から 1986 年にかけて、SEC は会計士（会計事務所）に対し 42 件の訴訟を提起し
ている。（Treadway[1987]p.23）
26
連邦政府は 1989 年に金融機関改革救済執行法(Financial lnstitutions Reform, Recovery
and Enforcement Act：FIRREA)を制定し、そして、破綻した S&L の売却・精算を行うた
めの機関として、RTC（Resolution Trust Corporation：整理信託公社）を設置した。
RAP の採用や S&L に対する規制緩和等の政策的失敗が S&L 危機の大きな原因となった
にもかかわらず、政府は S&L 破綻にかかる損失の責任を会計事務所に求めた。
RTC や FDIC（Federal Deposit Insurance Corporation：連邦預金保険公社22）といっ
た政府機関は会計事務所に対して訴訟を提起した。
その結果の一例をあげると、Coopers & Lybrand は、Silverado Banking S&L での問題
で、FDIC に 2,000 万ドルを支払い（千代田[2014]196 頁）、同様に、Arthur Andersen は
Benjamin Franklin S&Lについて 6,500万ドルをRTCに支払った。そして Ernst & Young
は一連の S&L 事件に対する和解金として 4 億ドル（当時における E&Y の年間業務収入の
20％）を（FDIC 等の機関と同意の上）連邦政府に支払ったのである（Los Angeles Times,
November 24, 1992.、日経[1993]127 頁）。
1990 年 11 月 21 日には、年間収入額 3 億 4,520 万ドル、事務所数 52、従業員数 3,500
名を有し、Big6 に次ぐ規模を誇っていた Laventhol & Horwath（1915 年にニューヨーク
で設立）が破綻した。
破綻は訴訟問題によるものであった。同社が 1989 年末と 1990 年初頭に支払った和解金
額は、それぞれ 3,000 万ドルと 1,300 万ドルであり、破産時においても 112 件の係争中の
訴訟を抱えていたという（Montgomery[1990]邦訳 144 頁、千代田[2014]195 頁）。The New




2002 年まで、「アンダーセン（Arthur Andersen）」は世界の Big6（Arthur Andersen、
Ernst & Young、KPMG、Deloitte Touche Tohmatsu、Price Waterhouse、Coopers &
Lybrand）の頂点に君臨する会計事務所であった。
22 1933 年に Glass-Steagall Act により設置された預金保険業務を行う機関である。
23 1880 年から 1885 年にかけて BIG8が支払った和解金額の合計は約 1 億 79 百万ドルであっ
た（The Wall Street Journal, September 20, 1984., September 21, 1984.;千代田[2013]868 頁）。
民事訴訟事例としては、1992 年に Standard Chartered Bank が提起した United Bank of
Arizona への投資損失にかかる訴訟で、Price Waterhouse へ、3 億 3,800 万ドルの損害賠償支
払命令が下されている（Los Angeles Times,May 20, 1992）。
27




PW に勤務していた A.E.アンダーセン（Arthur Edward Andersen）が C.M.デラニ （ーC.
M. DeLany）と共同で、1913 年にシカゴへ Andersen DeLany & Co.を開設したのがアン
ダーセンの始まりである。
1913 年の創業当初はパートナー数 2 名、職員 8 名のわずか 10 名の組織であった。
その新規参入者であるアンダーセンも 1970 年にはパートナー数 689 名、総勢 8,933 名、













Weapons And Tactics： SWAT）」との異名をとるようになったのである。（M.
Stevens[1991]122-123 頁、千代田[2013]548-549 頁）









図表 2－5 Big6 収入構成（1997.Dec）
事務所名 会計監査・税務 その他サービス
Arthur Andersen 38% 62%
Coopers & Lybrand 72% 28%
Deloitte Touche Tohmatsu 78% 22%
Ernst & Young 67% 33%
KPMG 73% 27%
Price Waterhouse 68% 32%




アンダーセン崩壊の契機は、2001 年 12 月に起こった Enron Corporation（エンロン社）
の粉飾破綻事件であった。
アンダーセンがエンロン社から受け取っていた報酬額は 5,200 万ドル、そのうちコンサ










エンロンの粉飾発覚後わずか 1 年の間に、アンダーセンが監査を行っていた米国の 2,300
社の上場企業（全米上場企業の約 17%）のうち、およそ 700 社がアンダーセンと監査契約
を打ち切った（千代田[2013]566 頁）。
2002 年 3 月 14 日、アンダーセンは「証拠隠滅（司法妨害）」の容疑で司法省より起訴さ
れ、同年 6 月 15 日ヒューストン連邦地方裁判所はアンダーセンに有罪判決を下した。
こうした一連の流れの結果として、アンダーセンは解散した。




アンダーセンを崩壊に導いたエンロン事件に引き続き、2002 年 7 月には同じくアンダー










2002 年 7 月 30 日、財務報告の信頼性確保を目的とする、「公開会社会計改革および投資
家保護法（Public Company Accounting Reform and Investor Protection Act of 2002 通








さらに、上場会社を監査する監査事務所に対して、新設（SOX 法 101 条）の公開会社会
計監督委員会（Public Company Accounting Oversight Board：PCAOB）への登録を義務
付けたのである。



























27 直近の事例では、2014 年 3 月に公表された京都監査法人への検査レポートでは指摘事項が
あり、同法人は適切な対応を図ったとのことである。
（URL: http://www.pwc.com/jp/ja/kyoto/news-release/2014/pcaob201401.jhtml）































































































る」（Worthington, B. 「Professional Accountants」 1895. pp.62～63 ，R. Parker [1986]































































特にアメリカにおいては、大規模公開会社の CEO へ支払われる役員報酬（調査期間 2012
年 7 月～2013 年 6 月）の内、およそ 9 割（Towers Watson[2013]）がストックオプション
や業績連動型の報酬によって占められている。
また、2003 年においても平均的な従業員報酬の約 500 倍（L. Bebchuk / J. Fried[2004]
邦訳 1 頁）にもあたる報酬が受け取られ、さらに、株価上昇が CEO の資産に与える影響（デ



















任意監査の時代は当然の事ながら、1934 年に SEC が創設された後においても、アメリ
カにおける監査は、民間の会計士に委ねられてきた。
また、1960 年代以降に監査人の損害賠償責任を拡大しつつも、監査自体を廃止すること
















































「計理士」とは 1928 年（昭和 2 年）に制定された、「計理士法」に基づく資格であり、



















トランド出身の銀行員（Chartered Mercantile Bank of India, London & China 支配人代















しかしながら、当該規定が存在しているにもかかわらず、1874 年（明治 7 年）に第一國
立銀行の株主である小野組が破産するまで、銀行検査は実施されることはなかった。
また、1873 年（明治 6 年）に福澤諭吉がわが国初とされる西洋式簿記書の翻訳書「帳合
之法」を出版したものの、一般商家においては「書物は売れたども、さてこの帳合法を商
家の実地に用ひて店の帳面の改革したる者は甚だ少し」（『福澤全書緒言』「帳合之法」1897























































わが国において「会計士」という名称が社会的に認知され始めたのは 1909 年（明治 42
年）以降と考えられる30。
それでは、1909 年（明治 42年）に如何なる事由が発生していたのであろうか。








会計調査所」を開設したのが 1907 年（明治 40 年）5 月であり、この森田氏がわが国の会計士
の先駆者であるとされている（会計士協会[2000]170 頁等）。
そして、後述する「公許會計士制度調査書」が公刊されたのが 1909 年（明治 42 年）であっ
たことから、当該期間から、「会計士」という名称が社会的に広まり始めたと考えられるのであ
る。
31 1906 年（明治 39 年）当時における巡査の初任給は 12 円、比較的高い給与水準にある銀行




さらに、製糖事業者保護のために制定された 1902 年（明治 35 年）の「輸入原料砂糖戻











中でも、駐日英国公使（大使）C.M.マクドナルド（Sir Claude Maxwell MacDonald）は
一株主として取締役の背信行為を批難する書簡を桂太郎内閣総理大臣に送りつけ、会計士
制度（会計監査制度）がないことこそが日糖事件の原因にあると主張し、日本政府を非難
したのである（『中外商業新報』 1916 年 7 月 22 日付）。
こうした外圧を受けた政府は直ちに、欧米諸国における会計士制度の調査を行い、1909










1914 年（大正 3 年）には会計監査を弁護士の副業として行わせようとする制度とも解さ
れるような「会計監査士法案」が第 31回帝國議会に提出されたが、議会解散により日程に
上がらず、また、先述の「会計士法案」が森田熊太郎の手により作成され 1915 年（大正 4
年）に提出されたが、貴族院において審議未了のため廃案となった。（原[1989]52-71 頁、







「Accounting33」の学問の講座が開設され始め、1910 年（明治 43 年）には早稲田大学の吉
田良三教授により、「会計学」と銘打った著作ではわが国初となる『會計學』が同文館から
出版された。
また 1913 年（大正 2年）には、神戸高等商業学校を中心とする「神戸會計学会」が誕生








1921 年（大正 10年）1月、農商務省が行った調査では、（自称）会計士の開業者は 12 人
に過ぎず、業務も僅かで「多くの会計士はむしろ望みを将来にかけていた」（太田[1968]76
頁、会計士協会[2000]184 頁）ような状況であった。
1921 年（大正 10年）6月には、東爽五郎、森田熊太郎以下 5 名が発起人となり、わが国
における最初の会計士団体たる「社團法人日本會計士會」が設立された（社団法人として








1925 年（大正 14 年）10 月 3 月には日本會計士會の理事の一人であった竹内恒吉が分離
独立し「東京會計士協会」を設立、さらに、1926 年 2 月（大正 15年）には東京會計士協会
から「第一會計士協會」（代表理事 土肥正）が分離設立した。
各会計士会の設立により「会計士」という（自称でない）民間資格者は次第に増加して


















いうような者は 100 余名もいたという。（原[1989]95 頁）
そして、こうした『ゴロ』や『モグリ』による「会計士」の名称の濫用を取締るべく制






































ある。（『大阪朝日新聞』1925 年 1 月 13 日付）
そして、1929 年（昭和 4 年）6 月に「改正信託業法」が施行され、信託会社の業務の一
つに「会計の検査業務」が加えられたのである。
信託会社の中でも特に会計検査業務に力を入れていたとされる住友信託株式会社は 1931
年（昭和 6 年）上期から 1949 年（昭和 24 年）上期までの 37 期間（18 年 6 ヵ月）の間に
411 件の会計検査を受託している（検査実施件数は 402 件）。






























わが国における所得税制の導入は 1887 年（明治 20年）からである。
イギリス税制とプロイセン税制をモデルに作成された、戦前における所得税制は、法制
度的上は極めて近代的なものであった。
しかし、徴税機構、徴税方法は整備されておらず、さらに 1948 年（昭和 22 年）に GHQ
の意向で「申告納税制度」が導入されるまで、政府（徴税機関）が納税額を決定する「賦
課課税方式」が採用されていた。
所得税制導入当時は、所得税は一種の「名誉税」であり、1900 年（明治 33 年）まで、納














考として用いられてはいたものの、1949 年（昭和 24 年）のシャウプ勧告で指摘されたよう
に、脱税と恣意的な更正決定の悪循環によって、正確な帳簿と記録をつけるというような
税務会計慣行は、当時のわが国において、未だ確立されていなかったという（Report on
Japanese Taxation, Vol.Ⅳ, Shoup Mission p.D56.；髙橋[2011]66 頁）。
とはいえ、所得税とは別に、1896 年（明治 29年）には外形標準課税である営業税が、1905








第二次大戦勃発に伴い、戦費調達のため 1940 年（昭和 15 年）に大規模な税制改正が行
われた。
その結果、国税総額は 1940 年（昭和 15年）に約 42 億円であったものが、翌年には約 49
億円に増加し、さらに、戦況が進むに従い増税が行われ、1942 年（昭和 17 年）には約 75




1942 年（昭和 17 年）1月 18 日、政府案として税務代理士法案が第 79 帝國議会に提出さ
















































会計監査の任に就いたのである。（太田[1956]167-177 頁、『大阪朝日新聞 』1940 年 4月 22













































そして何よりも、1949 年（昭和 24年）末には第 1 回公認会計士試験によって公認会計士








和 32年）1 月 1 日から始まる事業年度に対して初めて行われたことにも表れている。











名の合計 2名、監査日数も 22日を超えないもの」とされ、「監査報酬は一律に 17万円」で
あった。（会計士協会[2000]327 頁）



















































権限が緩和され始めた 1996 年（平成 8年）以降である。
たとえば、1996 年（平成 10 年）には朝日監査法人（当時の会長は元大蔵官僚）が阪和銀
行の中間決算に対する有用意見表明を拒否し、結果、同行は決算発表が行えずに破綻した
（和歌山県議会平成 9年 2 月定例会議事録）。













1981 年（昭和 56 年）に日本コッパース社（ドイツの Krupp Koppers GmbH の 100%出資子
会社）が経理部長の不正を見抜けなかったとして、明和監査法人（現 仰星監査法人）に対
する損害賠償訴訟を提起した。
この通称「日本コッパース事件（東京高等裁判所判決 平成 7 年 9 月 28 日）」は、会計監
査人に対する訴訟として公認会計士業界に極めて大きな衝撃を与えるものであった。
本事件は、会計監査人勝訴で終わったが、1981 年（昭和 56 年）の訴訟提起から、1995
年（平成 7年）の高裁判決が下るまでに 14年もの歳月を要したのである。
一方、アメリカではアーサー・アンダーセンがエンロン事件で起訴され、連邦最高裁判










































年（平成 7 年）9 月 28 日であり、翌日の 29 日付の『日本経済新聞』の朝刊はその事件を報
じている。















ある。（『日本経済新聞』2002 年 6 月 28 日付）
その後、下記図表 5－1のように、会計監査人に対する損害賠償請求訴訟が、散見される
ようになってきた。
36 たとえば、日本住宅金融株式会社の 1995 年 3 月期における貸倒引当金計上額は 789 億円




















4 億 2,000 万















11 億 4,000 万


















1 億 5,000 万
(IXI の親会社は 30 億の支払)
【単位：円】
（データ出所：木村[2013]5-10 頁、『日本経済新聞』2002 年 7 月 30 日、仙台市民オンブズマン HP,


















































































































































































































が 5 億円以上または、負債の部に計上した額の合計額が 200 億円以上の株式会社をいう（会社




































































第４章第七節で述べたように、わが国においては 2004 年（平成 16 年）に公認会計士法





たとえば、2002 年（平成 14 年）4 月最終改訂時の規定では、証券取引所第一部上場会社
の 1 カ年の基本報酬は 995 万円（監査報告書作成料含み、上下 15％の範囲で増減可能）で
あり、執務報酬は、監査責任者 248 万円（25 日を超える分は 1 日につき 8 万 9 千円を乗じ
た額）、監査補助者については、その者が公認会計士である場合には 1 日につき 8 万 9 千円、
会計士補の場合は 1 日につき 5 万 5 千円であった（「公認会計士報酬規程Ⅰ-2.3」）。
その後、規制緩和50の影響で、2004 年（平成 16 年）4 月 1 日以降は「標準監査報酬規程
制度」が廃止されることとなり、新たな、監査報酬制度に基づく「監査報酬算定のための






































＊連結 H15=平成 15 年 4 月期～平成 16 年 3 月期における連結財務諸表を対象とする監査
＊図表中の数値は連結 H15 を基準年とし、他の年度を連結 H15 の数値で割り算出した
51 『ガイドライン』1-2 頁 2.「新しい監査報酬のあり方」
























われわれは第２章で 19 世紀におけるイギリスの会計士について見たが、19 世紀末のイギ
リスでは既に、仕事に費やした日数や時間数に基づき報酬が算定されることが一般的であ
ったようである。
たとえば、1884 年における PW のパートナーである E. ウォータハウス（Edwin
























特定の監査法人（事務所）に限られるものの、2010 年（平成 22 年）8 月から 2011 年（平
成 23 年）6 月に行われた町田[2012]の監査時間に関する調査によれば、わが国の監査時間
は、下記図表 6-3 に見られるように絶対時間でも、被監査会社における対売上高比率におい




























連結 連結 連結 連結 連結 連結 連結 連結 連結 連結
H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24
平均監査報酬÷平均監査時間単位：円
68




























































































































































以上のことから、Q が大きくなるにつれて r は小さくなって行く可能性が高い。このよう
にして得られる監査サービスの供給曲線を図示したものが、下記図表 7-2 である。







標準監査報酬規程制度が存在していた 2000 年（平成 12 年）の 9 月から 10 月における
加藤[2003]の調査によると、一法人当たりの財務諸表監査に関する監査業務の注意義務違反
等を原因とする損害賠償請求に対する契約保険金（保険金額）の平均額は約 19 億 826 万円
（平均業務収入の約 1.05 倍）、年間保険料の平均額は約 42 万円（契約保険金の 0.212%）
であったという（加藤[2003]161 頁）。


















1 億円以上 5億円未満 20
5 億円以上 10 億円未満 8






50 万円以上 100 万円未満 2
100 万円以上 500 万円未満 1














4 件、「保険料が割高」4 件、「その他」2 件となっており、保険加入以上のリスク対応策が講じ
られている結果としての保険未加入という選択ではないと解される。
76
下記図表 7-4 は 2004 年（平成 16 年）から 2013 年（平成 25 年）にかけての金融庁によ
る処分をまとめたものである。




また、東京商工リサーチの調査では 2007 年度（2007 年 4 月～2008 年 3 月）から 2013









































































































































AF÷AT ＝価格比 1 0.893048









すると、P が同一水準にある時、P×Q で示される監査報酬の差を決定付ける変数は Q で
しかない。
ならば、わが国よりも高額な監査報酬が成立しているアメリカにおける市場均衡点にお















図表 7-8 監査サービスの需要曲線と供給曲線(日米比較) 67。






























































68 国際監査・保証基準審議会（IAASB: International Auditing and Assurance Standards































かについては不明であるが、医療法上は非営利組織体（同法第 7 条 5 項、第 44 条 4 項、第



































70 2014 年（平成 26 年）の調査では SEC 基準採用企業数は 27 社であり、IFRS 任意適用会



































本のメインバンク・システム』，東洋経済新報社，1996．（原題“The Japanese Main Bank System
Its Relevance for Developing and Transforming Economics”1994．）（AOKI・H. Patrick[1994]）
・青柳文司『会計士会計学-ジョージ・メイの足跡-』，同文館，1962．（青柳[1962]）











頁，2013 年 1 月（千代田[2013]）
―『闘う公認会計士 アメリカにおける 150 年の軌跡』，中央経済社，2014.（千代田[2014]）
・伊豫田隆俊『制度としての監査システム―監査の経済的機能と役割―』，同文館，2003．（伊豫
田[2003]）
・角瀬保雄「金融不祥事と公認会計士監査 ―住専問題を中心にした―」『経営志林』第 33 巻第





―『2013 年度版 上場企業監査人・監査報酬実態調査報告書』2013 年 2 月（監査人・監査報酬
問題研究会[2013a]）
―『2014 年度版 上場企業監査人・監査報酬実態調査報告書』2013 年 12 月（監査人・監査報酬
問題研究会[2013b]）
・木村敏夫「会計監査人と資本市場の監視機能―会計不正と訴訟の事例―」『流通科学大学論集』
-経済・情報・政策編-第 21 巻第 2号, 1-20 頁, 2013 年 1 月（木村[2013]）
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